
全国の特例市40市を対象として、平成２３年７月３日から１０月２８日の期間に調査を実施しました。

その概要は以下のとおりです。

（問１で「運用している」と回答した市のみ以下を回答）

問2 通報窓口先はどこに設置をしていますか。

（問2で「弁護士等の外部にのみ設置」「両方に設置」と回答した市のみ以下を回答）

問3 外部通報窓口の相談員はどのような職種 問4 外部通報窓口の相談員への報酬・委託料は

　　　でしょうか(複数回答可)。 　　 年間いくらですか。

問1 職員通報制度等を運用していますか。

職員通報制度における外部通報窓口の設置に関するアンケート結果の概要

両方に設置

10市

弁護士等

の外部に

のみ設置

2市

その他

（大学教授等）

2市 年額50万円顧問弁護士

運用している

36市

運用して

いない 4市

市役所内部のみ

設置 24市

問5 外部通報窓口への通報件数は年間何件ですか。 問6 外部通報窓口への通報内容について差し支え

　　　（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 　　　なければ、記入をお願いいたします。

（問5で「2件」と回答した1市）
※明石市の通報案件（明石市ホームページに公開）
　　1　ごみ収集作業員の特殊勤務手当の不正受給
    2　海外姉妹都市との市民交流団への一部参加
　　　者の無料招待

両方に設置

10市

弁護士等

の外部に

のみ設置

2市

弁護士

12市

その他

（大学教授等）

2市
年額50万円

未満 3市

年額50万円

以上100万円

未満 1市

顧問弁護士

や法律相談

の謝礼等に

含む 3市

通報実績による

4市

年額100万円

以上 1市

0件 11市

2件 1市

運用している

36市

運用して

いない 4市

市役所内部のみ

設置 24市


